
アウトプット（活動実績）

インパクト（社会的な影響）

地方版総合戦略に基づく、地方公共
団体の自主的・主体的で先導的な取
組（デジタル技術の活用等を含む）に
対し、地方創生推進交付金を交付。
※ソフト事業中心
＜例＞
農林水産、観光振興、まちづくり等

➣ 人口減少・高齢化の痛みを和ら
げる

➣ 東京一極集中の是正

➣ 地域の活性化

ロジックモデル（地方創生推進交付金）

アウトカム

解決すべき
問題・課題

人口減少・少子高齢化
地方の過疎化・東京一極集中

地域産業の空洞化

上記問題・課題と事業
との関係

上記は地方共通の課題であり、これらを解決するため、各地方公共団体において地方版総合戦略を策定し、地方創生の取組を推進。
国は、地方版総合戦略に基づく、自主的・主体的で先導的な取組に対して地方創生推進交付金を交付することにより地方公共団体を支援
し、地方創生の深化を促進。

（令和３年度予算）
地方創生推進交付金 552億円

地方創生関係交付金の効果を高めるための措置
① 事業の効果検証
地方創生関係交付金を活用した事業の効果検証に関して、外部有識者による会議体を開催。同交付金を活用した事業全体の地方創生への社

会的・経済的な効果などを調査し、報告書としてとりまとめている。
※令和３年度は、同交付金を活用した先駆タイプの事業（平成28年度から令和２年度にかけての５年事業）について、目標以上の進捗がある事
例や目標に向け十分に進展したとはいい難い事例等の要因等を個別に調査・分析して、具体例や主な要因等をとりまとめ、上記報告書に収録。
② 各事業の適切なＫＰＩの事例の提示・参考事例や事業プロセスの提示
「地方創生事業実施のためのガイドライン」の中で、代表的なＫＰＩの例を提示（6分野38事業類型に関して223のＫＰＩを提示）。また、「地方創生

関係交付金の活用事例集」の中で、地方公共団体の参考となる事例の紹介を行うとともに、当該事業の「アウトプット→交付金事業のアウトカム
→総合的なアウトカム」に至る効果の体系（ロジックツリー）をお示しして、適切なＫＰＩの設定を促進。
③ ＰＤＣＡサイクルを回すにあたっての留意すべき点の提示
同ガイドラインにおいて、各地方公共団体において適切なＰＤＣＡサイクルの下での事業の実施を助言。さらに、ＫＰＩの設定に当たり参考となる

政府統計及びe-stat等のアドレスを、分野毎に紹介。
④ 地方公共団体における効果検証の推進
外部有識者や議会の関与がある形で整備するとともに、効果検証と事業の見直しの結果を公表するよう奨励。

（注）効果検証を通じて、「地方創生推進交付金の効果検証に関する調査報告書」、「地方創生事業実施のためのガイドライン」、「地方創生関係
交付金の活用事例集」を作成し、公表。

インプット（予算）

アクティビティ
（事業概要）

国から地方公共団
体への支援

（令和３年度予算）
交付金効果検証分析事業

0.95億円

４．（１） ロジックモデル（地方創生推進交付金）

6

国から地方公共団体へ交付金を支出した数
（平成28年度からの累積）：1,444団体

（参考）
・地方公共団体におけるＫＰＩの設定：100％
・地方公共団体のＫＰＩ達成に貢献する可能
性が高い取組である「適切なＫＰＩ設定」、「安
定した人材の確保」、「地域主体の参加促
進」、「事業改善方針の明確化」の実施率：
82％

地方創生推進交付金対象事業について、
地方公共団体において設定したＫＰＩの達
成：73％

（参考）
・地方創生推進交付金事業全体の効果（経
済波及効果等）：交付金事業費の1.6倍程度

適切な審査（有識者審査含む）
対象事業や経費の適正性、「目指す将来像及び課題の設定」、「ＫＰＩ設定の適切性」とともに、先導性の

各視点について審査を行う。一定の要件に該当する事業については外部有識者による審査を実施。



アウトプット（活動実績）

インパクト（社会的な影響）

地方版総合戦略に基づく、地方公共
団体の自主的・主体的で先導的な施
設整備事業等（デジタル技術の活用
等を含む）に対し、地方創生拠点整備
交付金を交付。

＜例＞
農林水産、観光振興、まちづくり等

➣ 人口減少・高齢化の痛みを和ら
げる

➣ 東京一極集中の是正

➣ 地域の活性化

ロジックモデル（地方創生推進交付金）

アウトカム

解決すべき
問題・課題

人口減少・少子高齢化
地方の過疎化・東京一極集中

地域産業の空洞化

上記問題・課題と事業
との関係

上記は地方共通の課題であり、これらを解決するため、各地方公共団体において地方版総合戦略を策定し、地方創生の取組を推進。
国は、地方版総合戦略に基づく、自主的・主体的で先導的な施設整備事業に対して地方創生拠点整備交付金を交付することにより地方公
共団体を支援し、地方創生の深化を促進。

（令和３年度予算）
地方創生拠点整備交付金 510億円
（当初分50億円、補正分460億円）

地方創生関係交付金の効果を高めるための措置
① 事業の効果検証
地方創生関係交付金を活用した事業の効果検証に関して、外部有識者による会議体を開催。同交付金を活用した事業全体の地

方創生への社会的・経済的な効果などを調査し、報告書としてとりまとめている。
② 各事業の適切なＫＰＩの事例の提示・参考事例や事業プロセスの提示
「地方創生事業実施のためのガイドライン」の中で、代表的なＫＰＩの例を提示（6分野38事業類型に関して223のＫＰＩを提示）。また、

「地方創生関係交付金の活用事例集」の中で、地方公共団体の参考となる事例の紹介を行うとともに、当該事業の「アウトプット→
交付金事業のアウトカム→総合的なアウトカム」に至る効果の体系（ロジックツリー）をお示しして、適切なＫＰＩの設定を促進。
③ ＰＤＣＡサイクルを回すにあたっての留意すべき点の提示
同ガイドラインにおいて、各地方公共団体において適切なＰＤＣＡサイクルの下での事業の実施を助言。さらに、ＫＰＩの設定に当

たり参考となる政府統計及びe-stat等のアドレスを、分野毎に紹介。
④ 地方公共団体における効果検証の推進
外部有識者や議会の関与がある形で整備するとともに、効果検証と事業の見直しの結果を公表するよう奨励。

（注）効果検証を通じて、「地方創生拠点整備交付金の効果検証に関する調査報告書」、「地方創生事業実施のためのガイドライ
ン」、「地方創生関係交付金の活用事例集」を作成し、公表。

インプット（予算）

アクティビティ
（事業概要）

国から地方公共団
体への支援

（令和３年度予算）
交付金効果検証分析事業

0.95億円

４．（２） ロジックモデル（地方創生拠点整備交付金）
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国から地方公共団体へ交付金を支出した数
（平成28年度からの累積）：844団体

（参考）
・地方公共団体におけるＫＰＩの設定：100％
・地方公共団体のＫＰＩ達成に貢献する可能
性が高い取組である「適切なＫＰＩ設定」、「安
定した人材の確保」、「地域主体の参加促
進」、「事業改善方針の明確化」の実施率：
72％

地方創生拠点整備交付金対象事業につい
て、地方公共団体において設定したＫＰＩの
達成：53％

（参考）
・地方創生推進交付金事業全体の効果（経
済波及効果等）：交付金事業費の1.5倍程度

適切な審査（有識者審査含む）
対象事業や経費の適正性、「目指す将来像及び課題の設定」、「ＫＰＩ設定の適切性」とともに、先導性の

各視点について審査を行う。一定の要件に該当する事業については外部有識者による審査を実施。


